令和７年度分　集落営農法人経営状況等実態調査票
【記入される方へのお願い】
恐れ入りますが、下記に記入される方のご氏名と役職、お電話番号をご記入ください。
	ご記入者名・役職
	

	電話番号
	

	＊住所変更があれば新住所をご記入ください
	〒　　　　－　　



１．法人の概要について
　　令和８年３月時点の法人の概要について、（　）を記入してください。
問１-１　法人の名称

（ 　                             ）
代表者名

（ 　                             ）
問１-２　法人の設立年月
（　昭和 ・ 平成 ・ 令和　　　 年　　　月　）
問１-３　現状の構成員（組合員）数 　　 (  　     ）戸　（　　　　）人
問１-４　労働力の現状
	年代　
	組合員
	組合員外

	
	一般出役者
	オペレーター
	専従者

	
	
	
	うち専従者
	

	49歳以下
	　　　　　　人
	　　　　　　人
	　　　　　　人
	　　　　　　人

	50～54歳
	　　　　　　人
	　　　　　　人
	　　　　　　人
	　　　　　　人

	55～59歳
	　　　　　　人
	　　　　　　人
	　　　　　　人
	　　　　　　人

	60～64歳
	　　　　　　人
	　　　　　　人
	　　　　　　人
	　　　　　　人

	65～69歳
	　　　　　　人
	　　　　　　人
	　　　　　　人
	　　　　　　人

	70歳以上
	　　　　　　人
	　　　　　　人
	　　　　　　人
	　　　　　　人

	平均年齢
	　　　　　　歳
	　　　　　　歳
	　　　　　　歳
	　　　　　　歳


※　一般出役者…オペレーター以外で草刈りや水管理等の作業に１回でも参加している人
※　オペレーター…主に機械作業に従事している人
※　専従者　　　…年間を通して法人の業務に従事している人
問１-５　現在、人材が不足していますか。
① 人材は足りている　　　② 人材が足りない
問１-６　（前項で人材が足りないと回答した方のみ）　どのような人材が不足していますか。（３つ選択し、括弧内に優先順位を１～３で記入してください。（１が最も優先するもの））
①　オペレーター（　　）　　 ②　組合長候補（　　）　     　 ③　総務・経理担当者（　　）
④　補助作業者（　　）　　　⑤　営業・配送担当者（　　）　　 ⑥　園芸品目担当者（　　）
⑦　加工品担当者（　　）  ⑧　草刈り・水管理（　　）

問１-７　今後、専従者を雇用する予定がありますか。
①　すでに雇用しており、引き続き雇用する　　②　１年以内に雇用する予定
③　２～３年以内に雇用したい　　　　　　　　　 ④　将来的（５～10年後）には雇用したい
⑤　専従者は必要ない
問１-８　役員報酬について、どのような形態で支払っていますか。
①　従事分量配当として支給　（　　　　　　　）万円／年間（総額）
②　給与として支給　　　　　　　（　　　　　　　）万円／年間（総額）
③　支払っていない
問１-９　令和７年度に新たな構成員（組合員）数の増減はありましたか。該当の番号に○をして、人数を記入してください。
①　法人の構成世帯からの増加 

　　　（      ）人
②　集落内の法人の構成世帯以外からの増加　　　（      ）人
③　Ｕターン者が増加                     　　　  （      ）人
④　Ｉターン者が増加


　　　（      ）人
⑤　減少した

　　　　　　　　　　　　　　　　　 （      ）人
⑥　増減なし
問１-1０　組織の後継者確保に向けて集落内でどのような対策を実施していますか。
（複数回答可）
①　一戸複数組合員制

②　交流会の開催

③　組合活動の紹介　　　
④　候補者リストの作成
⑤　構成員の子弟（集落内・外）への声かけ
⑥　青年部活動
⑦　理事会等で取り上げて今後の対応を検討中
⑧　特にしていない　　　
⑨　後継者がいるので、心配していない　

⑩　その他（　                                    　　　　　　　　　　　　　　）
問１-1１　県では、集落営農組織の人材確保に向けた支援事業（別添チラシをご参照ください）を実施しています。この事業の活用の意向はありますか。
① 候補者がいるので活用したい
② 候補者の掘り起こしとあわせて活用を考えたい
　　　　　（②と回答された方へ）候補者の掘り起こし活動を行うにあたり、県・市町村等に相談したいとの意向がありますか（　　ある　　・　　　ない　　）
③ 候補となる人がいないので活用は考えていない
④ 後継者を確保できているので活用の必要はない
⑤　分からない

問１-12　県では、独自の販路や高い生産技術を持ち、地域の農業者等と連携して産地づくりに取り組む県外の経営体（農業法人等）を「地域をけん引する経営体」と位置づけ、誘致を進めています。このような「地域をけん引する経営体」と連携する意向はありますか。
① 積極的に連携したい
② 条件次第では連携を検討する余地がある
③ 連携意向はない
２．経営の状況について 
問２-１　令和８年３月時点の経営全体の状況について、記入してください。
       ①　利用権設定　　計（ 　　     ）ha（畦畔を除く水張面積）
       ②　作業受託 　 計（     　 　）ha
※作業受託：水稲の作業の場合①耕起･代掻き、②田植え、③収穫作業の平均面積
水稲以外の作業の場合①耕起･整地、②播種、③収穫の平均面積
としてください
問２-２　園芸品目に取り組む意向はありますか。
1 　既に取り組んでいる　　　　　　　②　今後取り組みたい　　　　　　　③　ない
問２-３　（前項で③と回答した方のみ）　理由があれば教えてください。
       ①　機械や資材などの導入経費が高い　　　　　　②　労働力が足りない
       ③　ほ場条件が悪い（排水性、地力等）　　　　　　④　技術がない
       ⑤　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問２-４　令和７年度の品目別の経営面積と農業収入の比率について、記入してください。
　　　　　（園芸品目や麦については、令和８年３月時点で収穫終了したもの）
	品　目
	経営面積
（畦畔除く）
	農業収入に占める
比率（％）

	水稲
	       ha
	         ％

	コシヒカリ（　 ）ha、つや姫（　 ）ha、きぬむすめ（　 ）ha、つきあかり（　 ）ha、
飼料用米（ 　）ha、稲ＷＣＳ（　　　）ha、その他（　 ）ha

	大豆
	       ha
	         ％

	麦
	       ㏊
	         ％

	そば
	       ㏊
	         ％

	水田放牧
	       ha
	         ％

	露地野菜
	       a
	         ％

	主な品目１　　　　　　　　　　　　（　　　）a　　２　　　　　　　　　　　　（　　　）a

	施設野菜
	       a
	         ％

	主な品目１　　　　　　　　　　　　（　　　）a　　２　　　　　　　　　　　　（　　　）a

	花き
	       a
	         ％

	果樹
	       a
	         ％

	農産加工
	       
	         ％

	その他
	       
	         ％

	合計
	ha
	１００ ％


問２-５　令和７年産米（主食用米）の出荷割合について、記入してください。
	米の出荷先
	米の出荷割合

	JA
	％　

	民間業者
	％　

	縁故米
	％　

	その他
	％　

	合計
	１００％　


問２-６　近年の米の収量や品質の低下の要因をどのように考えておられますか。（複数選択可）
①　夏の高温　　　　　②　適期管理ができていない　　　③ 適期防除ができていない
④ 管理者の技術が不足している　　　　⑤ 収量・品質は低下していない
➅ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問２-７　高温に弱いコシヒカリから、高温に強い品種に換えたいとの意向がありますか。
①　ある　　　　②　ない　　　③ 転換済（品種名：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問２-８　（前問で②を選択された方のみ）
　　　　　コシヒカリからの品種転換を希望されない理由を教えてください。
①　コシヒカリが欲しい組合員・取引先が多い　　②　収量・品質が高い
③　他に良い品種がない
④　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問２-９　令和７年度の決算状況について①から⑧に記入してください。

なお、令和７年度の決算資料（貸借対照表、損益計算書）と総会資料(剰余金処分の状況)を提供いただく場合は問2-9の記入は不要です。
	収入の部
	金額(千円)
	支出の部
	金額(千円)

	①農業（営業）収入

（農産物、加工販売、作業受託等）
	
	④売上原価（生産原価）
	

	
	
	　　　　　　　　うち雇人費
	

	
	
	⑤販売・一般管理費
	

	②営業外収入（補助金、交付金、利息等）
	
	⑥営業外費用
	

	③特別利益
	
	⑦特別損失
	

	
	
	⑧従事分量配当
	


・以下の中で②営業外収入に組み入れているものがあれば、該当の番号に○をしてください。

１．農地中間管理機構集積協力金
２．ゲタ・ナラシ対策交付金

３．水田活用の直接支払交付金 

４．中山間地域等直接支払交付金
５．環境保全型農業直接支払交付金
問２-１０　令和７年度の３つのコスト（肥料、燃料、電気）は前年度と比べていかがでしたか。該当する項目に☑してください。
	
	減少
	前年並み
	1～5%
増加
	6～10%
増加
	11～15%
増加
	16～20%
増加
	21%以上
増加

	肥料
	□
	□
	□
	□
	□
	□
	□

	燃料
	□
	□
	□
	□
	□
	□
	□

	電気
	□
	□
	□
	□
	□
	□
	□


問２-１１　従事分量配当、ほ場管理委託料等の単価について、記入してください。
	
	
	金　額

	従事分量配当
	オペレーター
	円/時間

	
	補助作業者
	円/時間

	ほ場管理委託料
	畦畔管理
	円/10a

	
	水管理
	円/10a

	支払地代
	円/10a


問２-１２　令和７年度は米価高騰により、多くの法人で売上・利益が増加したと推察されます。

増加した利益の使途についてお教えください（複数回答可）。
①  内部留保（積立含む）
②従事分量配当金の増配
③賃金・一時金の増額

④　機械・設備の購入
⑤機械・設備の修繕
⑥利益の増加なし

⑦　その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問２-１３　農業経営基盤強化準備金制度による積立をしていますか。
1 　している（積立残高　　　　　　　　万円程度）　　　　　②　していない
問２-１４　５年後までに規模拡大の意向はありますか（利用権設定・作業受託含む）。

1 　ある（利用権設定　　　　　ｈａ程度拡大）　　（作業受託　　　　　ｈａ程度拡大）

2 　現状維持　　 ③　縮小したい
問２-１５　（前項で①を選択された方のみ）
　　　　　規模拡大する上での課題としてあてはまるものに○をつけてください。（複数回答可）
①　畦畔、農道の草刈
②　農地の区画、水路、耕作道などの不具合
③　鳥獣被害　　　　　　　　　　　　　　 　 ④　農地が点在している
⑤　農地がない、又は借りることが困難
⑥　人材不足
⑦　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問２-１６　昨今の中東情勢を踏まえ物価の高騰や資材の安定供給等に不安の声が上がっています。経営される中で影響が出ている、又は影響が出そうな事があればご記入ください。
	


３．法人の運営について
問３-１　セーフティーネット（経営リスクに備える保険制度）への加入状況を教えてください。
①　収入保険　　　　　 ②　収入減少影響緩和対策（ナラシ対策）
③　いずれも未加入　　④　今後加入予定
問３-２　鳥獣被害の状況について教えてください。
・主な獣種
① イノシシ
② イノシシ以外（　　　　　　　　　　　　　　　　）
・被害作物
① 水稲
② 水稲以外（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・被害程度
① ない
② 軽微
③ 大きい

④ 深刻

・昨年度と比較
① 不明
② 同程度
③ 減った

④ 増えた
問３-３　防護柵の設置状況について教えてください。

・防護柵が設置してあるほ場は農地の概ね（　　　　　　）％
・防護柵に関する課題が　　① ある　　② ない
（②と回答された方のみ以下より該当する課題に○をつけてください。）
①柵で囲えない場所が多い　　　　　　　②柵を設置しても侵入される
③風や倒木・雪害によって柵が破損　　④見回り不足
⑤その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問３-４　鳥獣の捕獲体制について教えてください。
・法人の中で捕獲活動を行っている人数　（　　　　　　）名
・法人の中で狩猟免許の新規取得希望者
① いない　　② いる・・・　わな（□１名　□２名以上）　　　銃（□１名　□２名以上）
問３-５　近隣集落から農地や農作業の委託希望があったら、引き受けますか。
①　面積、ほ場条件にかかわらず引き受ける
②　ある程度まとまった面積であれば引き受ける（　　　　ｈａから　　　　ｈａまで）
③　条件（ほ場の広さなど）がよければ引き受ける
④　自分の集落以外は引き受けない
問３-６　将来（５～10年後）の組織運営について最も該当するものに○をつけてください。
① 組織運営は可能で、特に支障となる課題はない
② 組織運営は難しい
③ 解散を検討している（概ね　　　年以内）
④ 他の集落営農法人との合併を検討している（法人名：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問３-７　今後、法人を経営していく上で重要だと考える点を３つ選んで○をつけてください。
1 　米の有利販売、高付加価値化
②　米の反収・品質向上
3 　経営面積の拡大
④　畦畔管理の省力化
5 　経営の多角化
⑥　農業生産コストの削減
7 　他の集落営農法人との合併
⑧　農外事業が可能な法人形態への変更
⑨　他の集落営農組織等との連携
連携を希望する作業（委託含む）または機械・施設等（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   ）　⑩　組織の後継者育成　　　　　　　　　　　　　⑪　スマート農業機器等の活用
⑫　鳥獣被害対策　　　　　　　　　　　　　　
⑬　有機農業
⑭　ＧＡＰ（農業生産工程管理）         
⑮　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問３-８　関係機関（県、市町村、JA等）にどのような支援を希望しますか。
（３つ選んで○をつけてください）
①　経営指導
②　経営多角化支援（品目選定など）
③　人材確保・育成支援
④　簿記記帳・経理支援
⑤　栽培技術指導
⑥　他の集落営農法人との合併支援
⑦　他の集落営農組織等との連携支援
⑧　補助事業の充実
⑨　各種研修会の開催
⑩　最新技術等の各種情報提供
⑪　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問３-９　島根県農業経営・就農支援センター（別添パンフレット参照）では、農業経営の困りごとや
お悩みの解決に向け、専門家の派遣や地域農業再生協議会による経営サポートを行っ
ています。課題解決に向けた専門家派遣等の支援を希望されますか。
　　　  　　①専門家派遣等の支援を希望する　　　②今後、検討したい　　　③希望しない　　　　具体的な相談内容や希望する専門家
	


問３-１０　島根県農業経営・就農支援センター主催の農業経営者スキルアップ研修会で取り上げ
てほしい内容として、あてはまるものに〇をつけてください。（複数選択可）
①労務管理　　　　　　 　②人材育成　　　　　　　　③農業経営のリスクマネジメント
④経営分析・改善　　　　⑤作業現場の改善
➅その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
４．法人の経営改善に向けて取り組んでいること、開催して欲しい研修会、組織運営に必要な支援策など、ご記入ください。（自由回答）
	


ご協力ありがとうございました。
同封しております、返信封筒に本調査票と決算書を入れてご返送ください。
（メールで回答を行う場合は以下のメールアドレスに送信願います。）
	アンケート内容に関する問い合せ先等
島根県農業経営課　地域農業係　（担当：山本、松本）
電　話：０８５２－２２－５１１０
メール：nogyo-keiei@pref.shimane.lg.jp
　　　（※メールタイトルを【集落営農法人アンケート】としてください）


